あっせん利得処罰法の概要
第１　保　護　法　益
１、本罪の保護法益
　本法の罪の保護法益は、政治公務員の政治活動の廉潔性（清廉潔白性）及びこれに対する国民の信頼である。
　すなわち、本法は、政治に対する国民の信頼を確保するため、政治公務員の政治活動のルールを定めたものである。
　本罪は、あっせんの報酬として財産上の利益を得ることを禁止した法律であって、政治公務員のあっせん行為そのものを禁止した法律ではない。
　あっせん行為は行政の不平等・不公正を糾し、庶民の声を政治に反映させる意味で政治家の重要な職責の一つである。
２、本罪と刑法上のあっせん収賄罪の違いについて
　(１)　本法案の罪とあっせん収賄罪との大きな違いは、
　　①あっせん収賄罪では、公務員に職務上不正の行為をさせることが必要であるのに対し
　　②本法案の罪では、公務員に正当な職務行為をさせるようあっせんした場合でも処罰対象となり得るという点である。
　　　　その意味において、本法案の罪は、刑法のあっせん収賄罪に比べて広い範囲を対象とするものである。
　(２)　一方、本法案の罪は、あっせん収賄罪との対比では、
　　①主体を政治公務員及び公設秘書に限定すること。
　　②あっせん対象行為を契約又は処分に関するものに限定すること。
　　③あっせん方法を権限に基づく影響力の行使に限定すること。
　　④収受の目的物を財産上の利益に限定すること。
　　　としている。
	〈問１〉　与党案が構成要件を厳格にした理由はなにか
	


（答）
　それは以下に述べるとおり「政治公務員の政治活動の廉潔性･清廉潔白性の確保と政治活動の自由の保障との双方の調和を図って組み立てられているからである。
１、与党案は、政治に携わる公務員の政治活動の廉潔性、清廉潔白性を保持し、これによって国民の政治に対する信頼を高めることを目的に政治公務員の行為に一定の枠をはめたものであり、これに反した場合には厳しいペナルティーを科し、その実効性を担保しようとするものであります。
政治公務員は、本来国民･地域住民全体の利益を図るために行動することを期待されているところでありますが、契約や処分の段階でのあっせん行為は、国民･地域住民の利益を図るというよりはむしろ当該契約の相手方や処分の対象等、特定のものの利益を測るという性格が顕著であり、そのようなあっせん行為を行って報酬を得る行為は、政治公務員の政治活動の廉潔性及びこれに対する国民の信頼を失う度合いが強いため、与党案では、それが被あっせん公務員に適正な職務行動をさせる場合であっても処罰することとしたものであります。
２、一般に、政治に携わる政治公務員は、国民や住民の意見や要望を踏まえて、通常の政治活動の一環として他の公務員等に対して働きかけを行う場合がございます。
　与党案は、このような政治公務員が行う政治活動と密接な関係があるあっせん行為により利得を得ることを処罰しようとするものであります。
　したがって、処罰の対象となる構成要件を明確に規定する必要があり、罪の対象となるあっせん行為による利得自体を明らかにするとともに、政治公務員の通常の政治活動の展開、政治資金規正法に基づいて行われる浄財の確保や行政権の行使の適否に関する調査など、民主主義社会において保障されている政治活動の自由が不当に妨げられることのないように細心の注意を払ったところであります。
３、　議会制民主主義の元においては、政治活動の自由はきわめて重要な憲法上の権利であり、政治活動の意義の重要性を正しく評価する観点から、与党案の第６条におきまして「この法律の適用にあたっては、公職にある者の政治活動を不当に妨げることのないように留意しなければならない」との規定を設けているのであます。
４、与党案は、このようなあっせん行為による利得の禁止と政治活動の自由とのバランスを考慮しつつ、政治公務員の行為に一定の枠をはめ、国民の負託と信頼にこたえていくことを目的として提出したものであります。
　いわば、政治公務員の政治活動の廉潔性、清廉潔白性の確保と政治活動の自由の双方の調和を図って組み立てられているものであるといっても過言ではありません。
第２　主　　体
１、本罪の主体
　本罪の主体は、衆議院議員、参議院議員、地方公共団体の議員、長及び衆参国会議員の公設秘書と私設秘書である。
※私設秘書の定義は、「衆議院議員又は参議院議員に使用される者で、当該衆議院議員又は当該参議院議員の政治活動を補佐するもの」である。
第３　あっせん行為の対象 ― 契約・処分
１、あっせん行為の対象を「国もしくは、地方公共団体が締結する契約」と「特定の者に対する行政庁の処分」に限定した趣旨
　(１)　政治公務員は、本来国民・地域住民全体の利益を図るために行動することを期待されているところであるが、契約や処分の段階であっせん行為は、国民・地域住民の利益を図るというよりは、むしろ当該契約の相手方や処分の対象者等、特定の利益を図るという性格が顕著であり、そのようなあっせん行為を行って報酬を得る行為は、政治公務員の政治活動の廉潔性及びこれに対する国民の信頼を失う度合いが強いため、処罰することとしたものである。
　(２)　一方、これに当たらない行政計画や予算案作成等に関するあっせんについては、行政計画や予算案等に民意を反映させることは政治活動として公職者等に期待されるところでもあることから、政治活動の自由を保障する観点も踏まえ、処罰対象としないこととした。
２、「その他の契約」とは何か
　条文に列挙されている売買、賃借、請負の他、国等が財産権の主体として、私人と対等の立場において締結する私法上の契約である、委任、贈与、寄託の典型契約及び各種の混合契約がある。
３、「特定の者に対する行政庁の処分」について
　(１)　「特定の者」とは何か
　　　特定の者とは、特定の個人又は、法人その他の団体をいう。
　(２)　「特定の者に対する行政庁の処分」とは何か
　　　①国又は地方公共団体が行う行為のうち、その行為によって直接国民の権利義務を形成し、あるいはその範囲を確定することが法律上認められているものであって、特定の個人又は団体に対してなされるものをいう。
　　　　　例えば、特定の個人又は団体に対する許可、認可、免許、所得税の更正処分等が典型例である。
　　　②行政庁の処分の定義にについては、一般には、「行政庁の処分とは、…国又は地方公共団体が行う行為のうち、その行為によって直接国民の権利義務を形成しまたはその範囲を確定することが法律上認められているものをいう」とされている
　　　（最高裁（一小）昭和３９年１０月２９日判決・民集１８巻８号１８０９頁）
　(３)　「特定の者に対する行政庁の処分に関し」の「関し」の意味は何か
　　　行政庁が行う直接の処分のみならず、処分の前提となる行為も対象とする趣旨である。
　　　所得税の更正処分の前提となる税務調査等がこれにあたる。
４、想定される具体的事例
	〈問１〉　入札に関し、公務員に特定の者を指名業者にするようにあっせんして
	

	　　　報酬を得た場合、本罪を構成するか。
	


（答）
　入札は国等の契約に関して行われる行為であり、特定の業者を指名業者とすることは、契約に関する公務員の職務上の行為をさせることであるから、これをあっせんして報酬を得れば、本罪を構成する。
	〈問２〉　「売買、賃借、請負の他の契約」について具体的に例示してほしい。
	

	　　　（ア）行政主体と私人　（イ）行政主体相互間　（ウ）条約の締結
	

	　　　（エ）姉妹都市交流は、これに当たるか。
	


（答）
１、「売買、賃借、請負の他の契約」とは売買、賃借、請負の他国等が財産権の主体として、相手方と対等の立場において締結する私法上の契約である、委任、贈与、寄託等の典型契約及び各種の混合契約をいう。
２、したがって、具体的に
  （ア）行政主体と私人との場合についてはもちろんのこと、（イ）行政主体相互間の場合であっても、それぞれが財産権の主体として私法上の契約を締結する場合には、本案の契約に当たる。
　一方（ウ）条約は、国家間において締結され、国際法によって規律される国際的合意であって、私法上の契約ではないので、本案の契約に当たらない。
　また、（エ）姉妹都市交流は、文化交流や親善を目的として都市と都市が結びつくことであって、私法上の契約ではないので、本案の契約に当たらない。
	〈問３〉　契約の前提となる「取扱い要領」など内規的なものを変更するようあっ
	

	せんすることは、該当するか。
	


（答）
　契約の前提となる「取扱い要領」については、具体的な証拠関係に基づく事実認定の問題であるが、その内容によっては契約に関するあっせんとして、本罪の対象となる場合がある。
	〈問４〉　公務員の採用、任用、昇格、降格、転勤、罷免は、対象となるか。
	


（答）
　公務員の採用、任用、昇格、降格、転勤、罷免は、いずれも当該公務員について直接権利義務関係を形成するものといえ、特定の者に対する行政庁の処分といえる。
	〈問５〉　税の減免など特別措置は対象となるか。
	


（答）
　一定の場合に税が減免されるよう税制を改正する場合は、政策決定の場合であり、これによって直接国民の権利義務を形成し、あるいはその範囲を確定するものではないから、本法案にいう特定の者に対する行政庁の処分に当たらない。
	〈問６〉　予算の編成と執行、箇所づけは対象となるか。補助金の交付決定に
	

	　　　ついてはどうか。
	


（答）
　本案にいう特定の者に対する行政庁の処分とは、国又は地方公共団体が行う行為のうち、その行為によって直接国民の権利義務を形成し、あるいはその範囲を確定することが法律上認められているものであって、特定の個人又は団体に対してなされるものをいう。
　予算の編成と執行、箇所づけは、いずれも、政策決定の場面であり、これによって直接国民の権利義務を形成し、あるいはその範囲を確定することではないことから、本法案にいう特定の者に対する行政庁の処分に当たらない。
　
　一方、補助金とは、国等が特定の事業を助成するために行う給付をいう。
　例えば、
　　○鉄道軌道整備法に基づく鉄道事業者に対する補助金
　　○石油及び可燃性天然ガス資源開発法に基づく鉱業権者に対する補助金
　　○国際観光事業者の助成に関する法律に基づく該当法人に対する補助金
　　○航空機工業振興法に基づく開発助成金
　などの助成金の交付決定は、当該交付決定により当該交付を受ける者に直接権利を付与するものであり、本法案にいう特定の者に対する行政の処分に当たるものである。

	〈問７〉　地方議員が、町内会から要望を受けて、公民館を建てるために行政
	

	　　　に働きかけをすることは、本案にいう「契約又は行政庁の処分」に関す
	

	　　　るあっせんに当たるか。
	


（答）
１、地方議員が、公民館を建てるために行政に働きかけをした場合のことについてお尋ねがありました。本法案における「契約」とは売買、賃借、請負の他、国等が財産権の主体として、相手方と対等等の立場において締結する私法上の契約である、委任、贈与、寄託の典型契約及び各種の混合契約をいうものであります。
　また、「行政庁の処分」とは、国又は地方公共団体が行う行為のうち、その行為によって直接国民の権利義務を形成し、あるいはその範囲を確定することが法律上認められているものを言うものであります。
２、お尋ねの、町内会から要望を受けて、公民館を建てるために行政に働きかけをする場合についても、これが本法案の「契約」又は「処分」に該当するかどうかは、当該働きかけの具体的内容によって判断することとなりますが、例えば公民館の建設についての計画立案をしたり、予算措置を講じたりするように働きかけるというようなものであれば、本法案の「契約」又は「処分」には該当しない。
	〈問８〉　与党案において、公職にある者が請託を受け、その権限に基づく影
	

	　　　響力を行使して、予算措置や予算の箇所づけ、租税の特別措置や補
	

	　　　助金交付要綱の改正などの行為を行った場合、処罰対象となるか。
	

	
	

	　　　　仮に成立しないとした場合、公職にある者の政治活動の廉潔性・清
	

	　　　廉潔白性という保護法益を侵害するにもかかわらず処罰対象としない
	

	　　　のはなぜか。
	


（答）
　まず、ご指摘になったような行為、すなわち、予算措置や予算の箇所づけ、租税の特別措置や補助金交付要綱の改正などの行為は、与党案において処罰対象としていない。
　なぜなら、このような行為は、本来、政治公務員に期待されている、広く国民・地域住民全体の利益を図るために行う行為であり、本法案の保護法益である公職にある者の政治活動の廉潔性・清廉潔白性を害するものではないと考えられるからである。
	〈問９〉　与党案は、なぜ「行政指導」をはずしたのか。
	


（答）
１、 与党案が、あっせんの対象を「契約」と「処分」に絞っているのは、政治公務員は、本来国民・地域住民全体の利益を図るために行動することを期待されているところであるが、契約や処分の段階でのあっせん行為は、国民・地域住民の利益を図るというよりは、むしろ当該契約の相手方や処分の対象者等、特定の者の利益を図るという性格が顕著であり、そのようなあっせん行為を行って報酬を得る行為は、政治公務員の政治活動の廉潔性及びこれに対する国民の信頼を失う度合いが強いため、処罰することとしたものである。
２、「行政指導」とは、行政機関が行政目的を実現するために、私人又は他の行政機関に対して、法的拘束力のない手法によって働きかける行為と理解している。
   このように行政指導には、法的拘束力がなく直接国民の権利義務を形成し、あるいはその範囲を確定することが法律上認められている行政庁の処分とは異なり、特定の者に明確に利益を与えるものとまでは言い難いことから、与党案ではあっせんの対象とはしなかったものである。
	〈問１０〉　行政計画は行政庁の処分に当たるか
	


（答）
１、行政計画とは、行政機関が公の目的のために設定した目標及びその目標を達成するための手段をいうと考えられる。
　行政計画の中には、個人の権利義務にかかわるものもあるが、通常、計画の段階では、直接国民の権利義務を形成し、あるいはその範囲を確定するものとはいえないことから、一般的には、行政計画は、行政庁の処分に当たらないものと考えられる。
２、もっとも、行政計画であれはすべて行政庁の処分に当たらないというわけではなく、法律上、直接国民の権利義務を形成し、あるいはその範囲を確定する効果をもつとされるものもあり、そのような場合には、行政庁の処分に当たることになることを付言しておく。
（注）例外的な事例として
　最高裁判所平成４年１１月２６日判決は、都市再開発法第５１条第１項、第５４条第１項　の規定による再開発事業計画の決定及び公告に処分性を認めている。
　これは再開発事業計画の決定の公告が土地収用法第２６条第１項の事業認定の告示とみなされ、市町村が土地収用法に基づく収容権限を取得するとともに、施行地区内の土地所有者は、特段の事情がない限り自己の所有地等が収容されるべき地位に立たされることになることや、都市再開発法上、施行地区内の宅地所有者は、公告があった日から起算して３０日以内にその対償の払渡しを受けることとするか又はこれに代えて建築施設の部分の譲受け希望の申出をするかの選択を余儀なくされることから、施行地区内の土地の所有者等の法的地位に直接影響を及ぼすことを理由としている。
	〈問１１〉　通達は、行政庁の処分に当たるか
	


（答）
　通達は、上級行政機関がその所掌事務について、関係下級行政機関及びその職員に対し、その職務権限の行使を指揮し、職務に関して命令するためにはっするものであって、行政機関の内部的規律にすぎないものである。
　したがって、通達は、直接国民の権利義務を形成し、あるいはその範囲を確定するものとはいえず、一般的には、行政庁の処分には当たらないものと考えられる。
	〈問１２〉　法令、条例、公告は行政庁の処分に当たるか。
	


（答）
　法令、条例、公告等の規範定立行為は、それによって直接国民の権利義務を形成し、あるいはその範囲を確定するものとはいえず、一般的には、行政庁の処分には当たらないものと考えられる。
　なお、法令、条例、公告等はその性質上、特定のものに対してなされるものではないから、「特定の者に対する行政庁の処分」には該当しない。
第４　請　　託
１、　「請託」を受けるとは何か
　「請託を受け」とは、公務員に対し、一定の職務行為を行うこと、又は行わないことをあっせんするよう依頼を受けて、これを承諾することをいう。
２、　請託を受けることを要件とした理由
　（１）　あっせんは、請託を受けてなされるのが通常の形態である。
　（２）①政治公務員が他の公務員に何か働き掛ける場合には、
　　　　ア、誰かに何かを頼まれて、その人のためにいわゆるあっせんをする場合と、
　　　　イ、国民や住民の声を吸い上げて通常の政治活動として働きかけを行う場合
　　　　があろうが、請託を要件としなければ、この両者の区別が不明瞭となり、処罰範囲があいまいに広がる恐れがある。
　　 　②そこで、処罰範囲の明確性を期するため、請託を受けてなされるあっせんに限定したものである。
　（３）　刑法のあっせん収賄罪でも「請託を受け」を要件としている。
３、 請託を要件とすることによって、立証が困難になり立件できないのではないか。
　（１） 本法案は、あっせんが請託を受けてなされるのが通常の形態であり、請託　　　　　　を要件としなければ処罰範囲があいまいになる恐れがあることから、処罰　　　　　　範囲を明確にするため、これを要件としたものである。
　（２）請託を要件とすることにより、立証が困難になるのではないかとの点につい　　　　　ては、刑法の賄賂罪においても請託を要件としている例は多く、それらの罪　　　　　で立件されている事件数は少なくない。
 （３）請託を要件とすると立証事項が増えることは確かであるがそもそも立件･立           証の難易は具体的事案における証拠関係如何によるものであり、請託を要          件としたことにより本法律案の罪による立件･立証が困難になるか否かは一           概に論ずることはできない。
（注）
刑法の賄賂罪のうち「請託」を要件とするものの過去５年間における起訴人員数は次のとおりである。
　　　　　　　Ｈ７年　　Ｈ８年　　Ｈ９年　　Ｈ１０年　　Ｈ11年
受託収賄  　　１ ２　　　２ ９　 　２ ０　　 　２ １　　　 １ ２
事前収賄　    　 ０　  　  ０　　    ４　   　　１　     　２
第３者供賄       ０　   　 ０　 　   ０　   　　０　     　０
事後収賄　　  　 １　    　０　 　　 ０　   　　２　　   　０
あっせん収賄     １        ５   　   ６　     １ １　     １ １
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       合計　１３８人

第５　権限に基づく影響力の行使
１、　あっせん行為の方法を「権限に基づく影響力の行使」に限定した理由
　 あっせん行為の方法を「権限に基づく影響力の行使」としている理由としては、あっせんの方法を限定しない場合には、国会議員等の身分を有する者が行政府の公務員に対して行うあっせん行為のほとんどが対象となって、処罰範囲が過度に広がり、政治公務員による正当な政治活動を萎縮させるおそれがあるからである。
２、「権限に基づく影響力」とは何か
　(１)「権限」とは、法令に基づく国会議員の職務権限をいう。その例としては、　　　　　議院における議案発議権、修正動議提出権、委員会における質疑権などがある。      （注１参照）
　(２)「権限に基づく影響力」とは、権限に直接又は間接に由来する影響力、すなわち法令に基づく職務権限から生ずる影響力のみならず、法令に基づく職務権限の遂行に当たって当然に随伴する事実上の職務行為から生ずる影響力をも含むものをいう。ここにいう事実上の職務行為の例としては、他の国会議員に法案への賛同又は、反対を求める行為、国政調査権の発動を背景とした調査行為等が挙げられる。
    （注　１）　法令に基づく国会議員の職務権限の例　
      ・議院における議案発議権    （国会法第５６条第１項）
      ・修正動議提出権           （国会法第５７条、第５７条の２）
      ・委員会における質疑権　    （衆議院規則第４５条第１項、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　参議院規則第１０８条）
      ・演説討論権　　    　　　 （憲法第５１条）
　　　 ・表決権 　　　　　　（本会議について憲法第５１条、５６条２項、　　　　　　　　　　　　　                 　　　　　委員会について国会法第５０条）
· 内閣に対する質問権（質問趣意書）  （国会法第７４条～第７６条）

      （注　２）　
           国会議員の「権限」は、所属委員会に対応する行政庁に関係するものに限られるものではない。
　　       所属委員会は適宣変更することが可能であるし、本会議における演説・討論・表決や質問趣意書の提出といった権限はあらゆる行政庁に関係するからである。
      （注  ３）　
            政党役員たる国会議員自身、本会議における演説・討論・表決や所属委員会変更による委員会審議等への参加が可能であり、政党役員としての法案・政策の支持・不支持の意向の表明は、国会議員としての権限の行使に関する意向の表明としての性質をも有すると解される場合が多いと思われる。
      　    また、法案への賛否等についての他の国会議員への働きかけも、国会議員としての職務権限に密接に関連するものであり、そのような行為を行い得ることによる影響力は、本法にいう「その権限に基づく影響力」に含まれる。
３、「影響力を行使して」とは何か　
　公職にある者の権限に基づく影響力を積極的に利用することである。
換言すれば、実際に被あっせん公務員の判断を拘束する必要はないものの、態様として被あっせん公務員の判断に影響を与えるような形で、被あっせん公務員に影響を有する権限の行使・不行使を明示的又は黙示的に示すことである。
　どのような態様の行為が、被あっせん公務員の判断に強く影響を与えるような形での行為に当たるかは、具体的な証拠関係に基づく事実認定の問題であるがあっせんを行う議員の立場、あっせんの際の言動、あっせんを受ける公務員の職務内容その他の諸般の事情を総合して判断されることになろう。
　典型例としては、権限の行使・不行使と交換条件にあっせんを行う場合が考えられる。
　具体例としては、Ｘ省に対応するＹ委員会に属する衆議院議員Ａが特定の業者ＢからＸ省への物品納入契約の締結についてのあっせん方の依頼を受け「今後Ｘ省関連法案に反対する（審議に協力しない）かもしれない。」
　と言いながら、Ｘ省の物品調達担当者Ｃに対し、当該特定の業者Ｂから物品を購入するよう働きかけた場合が挙げられる。
４、想定される具体的事例
	〈問１〉　与党案における「その権限に基づく影響力の行使」とはなにか。国会議員、
	

	　　　　地方議員、地方自治体首長について各個に示してほしい。
	


（答）
１、「権限」とは公職にある者等が法令に基づいて有する職務権限をいう。
　　 その例としては、
　　①国会議員については、議院における議案発議権、修正動議提出権、表決権、委　　　　員会等における質疑権等が　
　　②地方における議員については、条例の提出権、議会における表決権等が、
　　③地方自治体首長については、規則の制定権、予算の調整及び執行、会計の監督その他の当該地方公共団体の事務を管理し、執行する権限等が挙げられる。
２、「その権限に基づく影響力」とは、このような権限に直接又は間接に由来する影響　　 力、すなわち法令に基づく公職者の職務権限から生ずる影響力のみならず、法令　　　に基づく職務権限の遂行に当たって当然に随伴する事実上の職務行為から生ず　　る影響力をも含むものをいう。
３、また、「影響力を行使して」とは、公職者の権限に基づく影響力を積極的に利用す　　 ること、換言すれば、実際に被あっせん公務員の判断を拘束する必要はないもの　　 の態様として被あっせん公務員の判断に影響を与えるような形で、被あっせん公      務員に影響を有する権限の行使・不行使を明示的又は黙示的に示すことである。
４、どのような態様の行為が、被あっせん公務員の判断に影響を与えるような形での　 　行為に当たるかは、具体的な証拠関係に基づく事実認定の問題であるが、あっせん　を行う公職者の立場、あっせんの際の言動、あっせんを受ける公務員の職務内容その　他諸般の事情を総合して判断されることになろう。

	〈問２〉　「権限に基づく影響力の行使」とした場合、あっせん者に権限があるにもか
	

	　　　　からず、被あっせん公務員が直接的な影響力を感じない場合、また、あっせん者に
	

	　　　　権限がないにも拘わらず、被あっせん者が影響力を感じた場合は、
	

	　　　　いずれも構成要件に該当せず処罰の対象とならないと思うが如何。
	


（答）
１、あっせん者に権限があり、客観的には被あっせん公務員の判断に影響を与えるような形で、被あっせん公務員に影響を有する権限の行使・不行使が明示的又は黙示的に示されたと認められる場合には、現実には、当該被あっせん公務員自身は影響を感じていなかったとしても、権限に基づく影響力の行使があったこととなる。
　２、一方、あっせん者に影響力の源となる権限がない場合には、いくら被あっせん者　　 が影響力を感じたとしても本法案の構成要件には該当せず処罰の対象とはなら      ない。
	〈問３〉　国会議員は地方公共団体に対し権限を有しておらず、地方公共団体の
	

	　　　　公務員に対するあっせん行為は、一般的には構成要件に該当しないと
	

	　　　　思うが、国会議員が地方公共団体の公務員に対し「権限に基づく影響
	

	　　　　力」を有する場合とは、どんな場合か。
	


（答）
　国会議員が地方公共団体の職員に対して「権限に基づく影響力」を有する場合には次のような例が考えられる。
　　①国会議員がＡ県の職員に対し「Ａ県の行う公共事業に対する国の補助金は過　　　  剰ではないかと所管委員会で質問する。」などと言いながら、特定の業者との　　　  間で物品納入契約を締結するよう働きかけた場合。
　　②国会議員がＢ県の職員に対し「Ｂ地域振興開発特別措置法の一部を改正する法　　　律案に反対する。」などと言いながら、特定の業者を指名競争入札に参加させる　　　ように働きかけた場合。
	〈問４〉　都道府県の議員は、市町村に対し権限を有しておらず、市町村職員に対
	

	　　　するあっせん行為は一般的には構成要件に該当しないと思うが、「権限に基
	

	　　　づく影響力」を有する場合があるとすれば、どんな場合か。
	


（答）
　都道府県の議員が市町村の公務員に対して「権限に基づく影響力」を有する場合に　は、　例えば、Ａ県の議員がＢ市の職員に対し「Ｂ市の行う公共事業に対するＡ県の　補助金は過剰ではないかと所管委員会で質問する。」などといいながら、特定業者と　の間で物品納入契約を締結するよう働きかけた場合が考えられよう。
	〈問５〉　地方議会の議員は、国家公務員に対して権限を有していないので、国家
	

	　　　公務員に対しあっせんしても権限に基づく影響力はなく構成要件に該当せ
	

	　　　ず、処罰の対象とならない、と思うが如何。もしあるとすれば、どのようなケー
	

	　　　スがあるのか。
	


（答）
　地方公共団体の議会の議員が本省の国家公務員に対し、権限に基づく影響力を有する場面は想定し難いが、地方の出先機関に勤務する国家公務員との関係では、次のような例が考えられる。
　　①都道府県の予算委員会に所属する議員が特定の業者から都道府県警察への器財の納入契約の締結についてのあっせん方の依頼を受け、「今後、警察予算に関する審議には協力できないかもしれない。」などといいながら、国家公務員である物品調達担当者に特定の業者からの器財の納入契約を行うよう働きかける場合。
　　②国立病院の院長に対し、「病院の構造設備に関する都道府県知事の検査に不正があるのではないかとの趣旨で議会において質問を行うかもしれない。」などといいながら特定業者との間に物品納入契約を締結するようあっせんする場合。
　　③郵便局の新設に際し、建築確認において不利益な取り扱いをする旨暗示して縁　　　　故者を局員として採用するよう働きかける場合。
	〈問６〉　「権限」について、政治家の中でも具体的に段階があるのか。
	

	　　　　閣僚、政務次官、国会議員、首長、地方議員等、異なると考えるのか。
	


（答）
　先ほども述べたように「権限」とは、公職にある者等が法令に基づいて有する職務権  限をいう。

　　その例としては
　　①国会議員については、議院における議案発議権、修正動議提出権、表決権、委員会等における質疑権等が、
　　②地方における議員については、条例の提出権、議会における表決権等が、
　　③地方公共団体の長については、規則の制定権、予算の調整及び執行、会計の監督その他の該当地方公共団体の事務を管理し、執行する権限等があげられる。
　その意味で、国会議員、地方議員、首長それぞれ有する権限は異なるが、それは職　務内容の違いであって、権限に段階があるという言い方はあたらないと考える。
	〈問７〉　「口利き」を行う際に、例えば、地方議員が「この問題は大変重要なので、
	

	　　　　国会でも取り上げてもらうことも考えている」とか、
	

	　　 　「今後の行政のあり方として考えていきたい」など、特に口利きの件につ
	

	       いて直接言及するのではなく、議員としての政治活動として発言するとの
	

	       態度でとるとき、与党案ではどのようになるのか。
	


（答）
１、お尋ねの、地方議員が「国会でも取り上げてもらうことも考えている」と発言した   場合、この発言のみを見れば、地方議員には国会での質議権はないので、「権限　　 に基づく影響力」の行使ではない。
２、しかし、具体的な事実関係によっては、その発言の背後に、国会でも問題にしても　　 らうくらいであるから当然当該地方議会でも問題にする旨、当該議員の権限の行      使の意思を暗に示して、権限に基づく影響力を行使し、特定の職務行為をするよ     うあっせんしたと認められる場合もあろう。
	〈問８〉　「権限に基づく影響力の行使」についての具体的事例を示されたい。
	


　　①　典型例
　　　Ｘ省に対応するＹ委員会に属する衆議院議員Ａが、特定の業者ＢからＸ省への　　　物品納入契約の締結についてのあっせん方の依頼を受け、「今後Ｘ省関連法案　　　に反対する（審議に協力しない）かもしれない。」と言いながら、Ｘ省の物品調達　　　担当者Ｃに対し、当該特定の業者Ｂから物品を購入するよう働きかけた場合。
　　②　政党役員の場合
　　　政党役員たる国会議員自身、本会議における演説・討論・表決や所属委員会の　　　変更による委員会審議等への参加が可能であり、政党役員としての法案・政策の指　　示･不支持等の意向の表明は、国会議員としての権限の行使に関する意向の表明と　　しての性質をも有すると解される場合が多いと思われる。
　　　また、法案への賛否等についてのほかの国会議員への働きかけも、国会議員と　　　しての職務権限に密接に関連するものであり、そのような行為を行い得ることによ　　る影響力は、本法にいう「その権限に基づく影響力」に含まれる。
　　③　間接的に権限に基づく影響力を行使してあっせん行為を行う例
　　（イ）　Ｘ省に対応するＹ委員会に所属しない国会議員Ａが、Ｘ省の被あっせん　　　　　　公務員に対し、Ｙ委員会に属する国会議員Ｂに働きかけてＸ省に不利な　　　　　　　質問をY委員会でしてもらう旨申し向け、あっせんを行った場合
　　（ロ）　Ｘ省に対応するＹ委員会に所属しない国会議員Ａが、Ｘ省の被あっせん　　　　　　公務員に対し、Ｙ委員会に属する国会議員Ｂに働きかけてＸ省提出法案　　　　　　　の採決に際して反対してもらう旨申し向け、あっせんを行った場合。
　　（ハ）　Ｘ省に対応するＹ委員会に所属しない国会議員Ａが、Ｘ省の被あっせん公務員に対し、入札の指名業者に甲社を入れろ、さもないと委員会開催ごとにＸ省の全部局に及ぶように毎回１００問の質問通告をするぞ」と申し向け、あっせん行為を行った場合
　　（ニ）　Ｘ省に対応するＹ委員会に所属しない国会議員Ａが、Ｘ省の被あっせん公務員に対し、入札の指名業者に甲社を入れろ、入れるまで毎日担当者を議員会館に呼んで状況を説明させるぞ」と申し向け、あっせんを行った場合
　　④　国会議員が地方公共団体の公務員に対して「権限に基づく影響力」を有する　　　　と考えられる例
　　（イ）国会議員がＡ県の職員に対し「Ａ県の行う公共事業に対する国の補助金は　　　　　過剰ではないかと所管委員会で質問する。」などと言いながら、特定の業者　　　　　との間で物品納入契約を締結するよう働きかけた場合
　　（ロ）国会議員が、Ｂ県の職員に対し、「Ｂ地域振興開発特別措置法の一部改正　　　　　法案に反対する。」などと言いながら、特定の業者を指名競争入札に参加さ　　　　　せるように働きかけた場合
　　⑤　都道府県の議員が市町村の公務員に対して「権限に基づく影響力」を有する　　　　と考えられる例
　　　例えば、Ａ県の議員がＢ市の職員に対し、「Ｂ市の行う公共事業に対するＡ県の　　　補助金は過剰ではないかと所管委員会で質問する。」などと言いながら、特定業　　　者との間で物品納入契約を締結するよう働きかけた場合が考えられよう。
　　⑥　地方公共団体の議会の議員、首長が国家公務員に対し、権限に基づく影響　　　　力を有すると考えられる例
　　　（イ）国立病院の院長に対し、「病院の構造設備に関する都道府県知事の検査　　　　　に不正があるのではないかとの趣旨で議会において質問を行うかもしれな　　　　　い。」などといいながら特定業者との間に物品納入契約を締結するようあっ　　　　　せんする場合。
　　　（ロ）郵便局の新設に対し、建築確認において不利益な取り扱いをする旨暗に示　　　　　して縁故者を局員として採用するよう働きかける場合。
	〈問９〉　人の紹介と「権限に基づく影響力の行使」の関係について
	

	　　　　（１）「Ａさんという人が行くので話を聞いてあげて下さい」と紹介した場合。
	

	　　　　（２）「Ａさんが融資を受けたい、というので宜しく」と紹介した場合。
	

	　　　　（３）党幹事長・党政調会長　～委員会理事などの肩書きの明記された名
	

	　　　　　 刺を添えて、(1)、(2)の紹介をした場合。
	

	　　　  （４）紹介(1)～(3)の際に「例の法案の件は考えておきます」などと口添え
	

	　　　　　 をした場合。
	


（答）
  １、「権限に基づく影響力の行使」とは、公職にある者の権限に基づく影響力を積極　    的に利用することである。
      換言すれば、被あっせん公務員の判断に影響力を与えるような形で、被あっせ       ん公務員に影響を有する権限の行使・不行使を明示的又は黙示的に示すことで   　   ある。
　２、具体的事実関係にもよるが
　　(1)～(3)は原則として「権限に基づく影響力の行使」にあたらず、
　　(4)はこれに当たると考える。
第６　あ っ せ ん
「あっせん」とは何か
　公務員に対し、ある行為をするよう又は、ある行為をしないよう働きかけ、仲介の労
　をとることをいう。
第７  報 酬 性
１、「その報酬として」の意味
　「その報酬として」とは、あっせん行為と財産上の利益の収受等が対価関係にあることを必要とするという意味である。
　よって財産上の利益の提供があっせん行為との対価性を欠くと認められる場合には、本罪は成立しない。たとえば、菓子折り等の軽微なお礼等で、社会通念上社交的な儀礼の範囲内である場合や実費の弁償に過ぎない場合には、一般には、本罪は成立しないと考えられよう。
２、想定される具体的事例
	〈問１〉　従前から政治献金をしている者から請託を受けてあっせん行為を行っ
	

	　　　　た後、従前どおりの政治献金を受けた場合、本罪を構成するか。
	


（答）
　所問のような政治献金があっせん行為の報酬といい得るか否かは、具体的証拠に基づく事実認定の問題である。もっとも、一般的には、あっせん行為の前後を通じて継続的に一定の金額の政治献金を受けているような場合には、通常、あっせん行為の報酬とは認定することは難しいものと考えられる。
	〈問２〉　あっせん行為を契機として後援会に加入し、毎月一定額の後援会費
	

	　　　を納入するような場合、本罪を構成するか。
	


（答）
　１、後援会は、公職にある者本人とは、別個の存在であるので、後援会費として後援　　会に対する財産上の利益の供与は、本来、本人への供与とは、認められない。
　　しかし、形式上、後援会が財産上の利益を受け取ったとされる場合でも、その金銭　　等に対して公職にある者本人が事実上の支配力（実質的処分権）を有するものと認　　定できる場合には、本人が収受したものといえる。その認定は、具体的証拠関係に　　基づく事実認定の問題である。
　２、後援会に供与された金銭等に対して公職にあるもの本人が事実上の支配力（実　　　質的処分権）を有するものと認定できる場合において、後援会費があっせん行為の　　報酬といい得るか否かは、具体的証拠に基づく事実認定の問題である。
　　
　　もっとも、一般的には、会費負担者が真実後援会に入会し、他の後援会員と同様　　の会費を納入するような場合には、通常、あっせん行為の報酬と認定することは難　　しいものと考えられる。
	〈問３〉 政治団体への寄付について、政治資金規正法上の届出がなされてい    
	

	   ても本罪の対象となり得るか。
	


（答）
　１、政治団体は、公職にあるもの本人とは別個の法人格を有するもので、「第三者」に該当する。
　　したがって、政治団体への政治資金の供与は本人への供与とは認められず、本法　　の罪は成立しない。
　　しかし、外形上、これらの団体が財産上の利益を受け取ったとされる場合でも、  その金銭等に対して公職にあるもの本人が事実上の支配力（実質的処分権）を有するものと認定できる場合には、本人が収受したものとして、本罪が成立することになる。
    その認定は、具体的な証拠に基づく事実認定の問題である。
　２，上記のように本法の罪は、政治団体への政治資金の供与が本人への供与と認め     られる場合（本人性がある場合）に初めて成立する余地が生ずるが、本法の罪が成    立するためには、更に当該政治資金の供与があっせん行為と対価関係にあること     （報酬性があること）が必要となる。
第８　財 産 上 の 利 益
１、 「財産上の利益」とは何か
　「財産上の利益」とは、金銭、有価証券、物品のほか、電気、エネルギー、債務の免除、金銭又は物品の無償貸与（事務所の提供等）、労務の無償提供等、これを受ける者にとって財産的価値のある一切のものをいうとされている。
　一方、賄賂に当たるものであっても、地位の提供（名誉職）や異性間の情交は、財産上の利益には当たらないと解される。
　選挙運動も、一般には財産上の利益には当たらないと解される。
２、 「賄賂」とせずに「財産上の利益」とした理由は何か
　「賄賂」とは「財産上の利益よりも広汎な概念であり、情報、職務上の地位の提供、異性間の情交等、およそ人の需要・欲望を満足させるに足るものであればよいとされている。
　しかしながら、本罪は、賄賂罪とはその保護法益を異にするものである上、本罪が前提としているあっせん行為は、公務員に正当な職務行為をさせ、又は不当な職務行為をさせないというものであってもよいこととされている。
　このことを考慮し、本罪の保護法益である政治公務員の政治活動の清廉性及びこれに対する国民の信頼を端的に保護するためには、処罰対象を政治公務員の活動において最も問題とされる「財産上の利益」の収受に限定すれば足りるとの判断をしたものである。
３、 想定される具体的事例
	〈問１〉「財産上の利益」の収受には、無償で選挙運動してもらうことも含まれるのか
	


（答）
　１、一般的には労務の無償提供を受けることは「財産上の利益」の収受に当たり得る　　が、これは、通常有償でなければ得られない労務の提供を無償で受けることによ　　　り、労務の対価の出捐を免れる点で財産上の利益があったといえるためである。
　２、ところで、選挙運動については、公職選挙法上、無報酬でされるのが原則であるとされており、そのような無報酬の選挙運動は、一般的には、本法案の財産上の利益の収受には当たらないと解される。
　３、しかし、例えば、あっせん行為の依頼者が報酬として財産上の利益を供与して選　　挙運動を公職者に派遣する場合等は、公職選挙法に違反するのみならず、本法案に　　おいても「財産上の利益」の供与と言い得る。
	〈問２〉　「財産上の利益」は金銭物品に限らず、有形物無形物のいかんを問
	

	　　　　わないということか。
	

	　　　　飲食などもこれに該当するのか、労務提供もか。
	

	　　　  受ける者にとって財産的価値のあるものとは何か
	


（答）
　１、「財産上の利益」は、前述の通り、金銭物品に限らず、有形物、無形物のいかんを問わないものであり、飲食も該当する。
　　また、労務の無償提供についても「財産上の利益」に当たり得るが、これは、通常有償でなければ得られない労務の提供を無償で受けることにより、労務の対価の出捐を免れる点で「財産上の利益」があったといえるためである。
　２、受けるものにとって財産的価値のあるものとは、収受した利益が金銭的価値に換　　算し得るものをいう。
	〈問３〉　「賄賂」とは人の欲望を満たすに足りる一切の利益というが、「財産上
	

	　　　の利益」は全てが賄賂に含まれるということか。「財産上の利益」ではな
	

	　　　いが賄賂に該当するものはどんなものがあるか。
	


（答）
　１、「賄賂」とは「財産上の利益」よりも広汎な概念であり、お尋ねの通り、「財産上の利益」は「賄賂」に含まれる。
　２、「財産上の利益」ではないが「賄賂」に該当するものとしては、地位の提供や異性間の情交が考えられる。
	〈問４〉　与党案ではあっせん行為を行い、財産上の利益を収受した場合、処
	

	　　　罰される規定となっている。
	

	　　　財産上の利益の範囲を明示して欲しい。
	

	　　　例えば、選挙応援はどうなるのか。労務の提供の場合はどうか。
	

	　　　飲食を提供した場合はどうなるのか、見解を問う。
	


（答）
　１、「財産上の利益」とは、金銭、有価証券、物品のほか、電気、エネルギー、債務の免除、金銭又は物品の無償貸与（事務所の提供等）、労務の無償提供等、これを受ける者にとって財産的価値のある一切のものをいうとされている。
　２、したがって、お尋ねの飲食の提供もこれに該当する。
　３、また、労務の無償提供についても「財産上の利益」に当たり得るが、これは、通常有償でなければ得られない労務の提供を無償で受けることにより、労務の対価の出捐を免れる点で「財産上の利益」があったといえるためである。
　４、選挙運動については、公職選挙法上、無報酬でされるのが原則であるとされており、そのような無報酬の選挙運動は、一般的には、本法案の財産上の利益の収受には当たらないと解される。
　　しかし、例えば、あっせん行為の依頼者が報酬として財産上の利益を提供して選挙　　運動者を公職者に派遣する場合等は、依頼者が公職選挙法に違反するのみならず、　　本法においても「財産上の利益」の供与と言い得る。
	〈問５〉　浄財としての政治献金と「財産上の利益」（第１条）との相違。
	


（答）
　１、「政治献金」であるか否かと「財産上の利益」であるか否かとは次元を異にする問題であることを先ず指摘させていただきたい。
　２、ところで、本法案で処罰されるのは、あっせん行為の報酬として財産上の利益を収受した場合であって、いわゆる政治献金については、社会通念上常識の範囲内での政治献金であれば、あっせん行為の報酬と認めることは困難であり、これを受けても本法案の罪にはならないものと考える。
　３、ただ、政治献金の名をかりてあっせん行為の報酬である財産上の利益を実質的に　　本人が収受したと認められる場合には、本法案の罪が成立し得ると考える。
	〈問６〉政治資金規正法にのっとった常識程度（通常水準）の寄付とはいかほどか
	


（答）
　１、政治資金規正法にのっとった常識程度の寄付とは、寄付の方法が政治資金規正　　　法にのっとっているのは当然のこと、寄付する金額・回数についても常識の範囲内　　のものを言う。
　２、どういうものが常識の範囲内の寄付となるかは、当該寄付に関する様々な事情を　　前提に社会通念によって判断されるものであり、いくらまでなら常識の範囲内であ　　るといった基準を示すことはできないし、適当でもない。
	〈問７〉　「財産上の利益」とは政治公務員個人の財産をさすであろうから、政党と
	

	　　　　いう個人を超えた政治活動の拠点への献金は、原則すべて問題にしな
	

	　　　　いと解釈すべきと思うがいかがか。
	


（答）
　１、ご質問の点は、本人以外の第三者に対して財産上の利益の供与がされた場合に　　　関するものであります。
　２、現在のあっせん収賄罪におきましても、第三者供与は処罰の対象とされておりま　　　せんので、それとのバランスもあり、本法案においても第三者供与は処罰の対象　　　としておりません。
　　　なお、現在のあっせん収賄の場合と同様、外形的には本人以外の者が本法案所定のあっせん行為との間に対価性があると認められる財産上の利益を受け取ったとされる場合でも、当該財産上の利益に対して本人が事実上の支配力、実質的処分権を有するものと認定できる場合には、本人が収受したものとして本人に本法案所定の罪が成立する可能性はあります。
　　　ここで言う実質上の支配力の有無は、具体的な証拠関係に基づく事実認定の問　　　題であります。
　３、政党は、公職にある者本人とは別個の人格を有するので、「第三者」に該当するものであり、今ご説明した「第三者」と同様の取り扱いがされるものであると理解しております。
第９　収　　受
１、「収受」とは何か
　「収受」とは、財産上の利益を受け取ることである。
　直接自己が受け取る場合のほか、外形上第三者が受け取ったとされる場合でも、その金銭に対して本人が事実上の支配力を有するものと認定できる場合には、本人が収受したものといえる。
　その認定は、具体的な証拠関係に基づく事実認定の問題である。
２、財産上の利益の「要求」「約束」を処罰の対象としなかった理由は何か
　本法案の罪が対象としているあっせん行為は、刑法のあっせん収賄罪と異なり、公務員に正当な職務行為をさせ、または不当な職務行為をさせないというものであってもよいことを考慮し、あっせんの報酬として財産上の利益の授受が現実に行われた場合にのみこれを処罰し、要求･約束にとどまる場合には処罰しないこととしたものである。
　すなわち、本罪において、いわば単なる言葉のやり取りに過ぎない行為にまで処罰対象を広げれば、本罪の存在を悪用する者がいないとも限らず、かえって正当な政治活動を萎縮させる恐れがあることを考慮したものである。
３、第三者供与の処罰規定を置かない理由は何か。
　現在のあっせん収賄罪においても、第三者供与は処罰の対象とされていないので、本罪においても第三者供与は処罰の対象としていない。
　なお、現在のあっせん収賄の場合と同様、外形的には本人以外のものが本法案所定のあっせん行為との間に対価性が認められる財産上の利益を受け取ったとされる場合でも、当該財産上の利益に対して本人が事実上の支配力（実質的処分権）を有するものと認定できる場合には、本人が収受したものとして、本人に本法案所定の罪が成立する可能性はあり、第三者供与の規定がないとしても不都合はない。
４、本人以外の者への財産上の利益の供与が、本人への財産上の利益の供与と評価できるのは、どのような場合か。
　(１)　外形上、第三者が受け取ったとされる場合でも、その金銭等に対して本人が事実上の支配力（実質的処分権）を有するものと認定できる場合には、本人が収受したものといえる。
　　　その認定は、具体的な証拠関係に基づく事実認定の問題である。
　(２)　たとえば、資金管理団体や公職にあるもの本人が支部長を務める政党支部についても、当該金銭等を公職にあるもの本人が自己の意のままに支出等できる場合には、形式上これらの団体が受け入れたとされる場合であっても、本人が収受したものと認定し得る。
　　　私設秘書についてもこれと同様であり、たとえば私設秘書が当該金銭等についても実質的処分権をもたず、これを公職にある者本人が自己の意のままに支出等できる場合には、外形上私設秘書が受け取ったとされる場合であっても、本人が収受したものと認定し得る。

　(３)　この解釈は、現行あっせん収賄罪についての解釈と同じである。
５、想定される具体的事例
	〈問１〉　与党案において、第三者供与の規定が置かれていないのはなぜか。
	

	　　　派閥や政党支部を受け皿とした場合には処罰の対象なるか。
	


（答）
　１、現在のあっせん収賄罪におきましても第三者供与は処罰の対象とされておりませ　　んので、それとのバランスもあり、本法案においても第三者供与は処罰対象として　　おりません。
　　　なお、現在のあっせん収賄の場合と同様、外形的には本人以外のものが本法案所定のあっせん行為との間に対価性があると認められる財産上の利益を受け取ったとされる場合でも、当該財産上の利益に対して本人が事実上の支配力、実質的処分権を有するものと認定できる場合には、本人が収受したものとして本人に本法案所定の罪が成立する可能性はあり、第三者供与の規定がないとしても不都合はないものと考えております。
　２、なお、第三者供与を規定することは、政治公務員が形式的にも実質的にも財産上　　の利益を収受していない場合まで処罰範囲に入ることとなるため、適当でないもの　　と考えております。
　３、政党支部等は、公職にある者本人とは別個の人格を有するので、「第三者」に該　　当するものであり、今ご説明した「第三者」と同様の取り扱いがされるものであり　　ます。
	〈問２〉　政治家の支配が及ばないところで政治資金パーティーを行うことはあ
	

	　　　　り得ないし、また、パーティー券代には飲食の対価のみならず寄付の
	

	　　　 部分も入っているが、政治資金パーティー券の購入の場合、第三者
	

	       供与になるか。
	


（答）
　１、先ほど答弁しましたとおり、本法案においては、第三者供与は処罰の対象とされていないが、外形的には、本人以外のものが本法案所定のあっせん行為との間に対価性が認められる財産上の利益を受け取ったとされる場合でも、当該財産上の利益に対して本人が事実上の支配力、実質的処分権を有するものと認定できる場合には、本人が収受したものとして本人に本法案所定の罪が成立する可能性はある。
　  ここでいう、事実上の支配力の有無は、具体的な証拠関係に基づく事実認定の問題である。
　２、ご質問の政治資金パーティーは、政治資金規正法上、政治団体が行うものとされており、その主体は、「第三者」に該当するところ、当該政治資金パーティーの対価についても、今ご説明した「第三者」と同様の取り扱いがなされるものである。
	〈問３〉　後援会員から一定額の政治資金を寄付してもらっていて、その人から
	

	　　　相談を受けてあっせん行為をし、その後も一定額の寄付を受けている
	

	　　　場合はどうなるのか。
	


（答）
　１、「後援会員から一定額の政治資金を寄付してもらっていて、その人から相談を受けてあっせん行為をし、その後も一定額の寄付を受けている場合はどうなるのか。」
    とのお尋ねについてお答えします。
    後援会員からの政治資金の寄付は、公職にあるもの本人とは別個の人格を有する団体に対してされるものであり、その団体は「第三者」に該当するものであります。
　２、「第三者」については、先ほどお答えいたしましたとおり、外形的には本人以外のものが本法案所定のあっせん行為との間に対価性があると認められる財産上の利益を受け取ったとされる場合でも、当該財産上の利益に対して本人が事実上の支配力、実質的処分権を有するものと認定できる場合には、本人が収受したものとして、本人に本法案所定の罪が成立する可能性があります。
　３、ところで、本法案で処罰されるのは、あっせん行為の報酬として財産上の利益を収受した場合であります。
    　具体的証拠に基づく事実認定の問題でございますが、一般的には、あっせん行為の前後を通じて継続的に一定の金額の政治献金を受けているような場合には、通常あっせん行為の報酬と認定することは難しいものと考えられます。
	〈問４〉　本人以外の者への財産上の利益の供与が、本人への財産上の利益
	

	　　　の供与と評価できるのは、どのような場合か。資金管理団体、政党支部
	

	　　　私設秘書との関連についての観点から法務大臣に問う。
	


（答）
　次に、本人以外の者への財産上の利益の供与が本人への財産上の利益の供与と評価できる場合についてお尋ねがありました。
  与党からご提出の本法案における取り扱いにつきましては、お答え申し上げる立場に  はございませんが、刑法のあっせん収賄罪が設けられました際の国会審議におきまし  て、政府委員から、外形上公務員本人以外のものが賄賂を受け取ったとされる場合で　ありましても、公務員本人が当該賄賂に対して事実上の支配力ないし実質的処分権を　有しているものと認められる場合には、公務員本人が当該賄賂を収受したといえる旨　の答弁がなされており、実際にもそのように運用されているものと承知いたしており　ます。
このことは、資金管理団体や公務員が代表者を務める政党支部、あるいは公務員の私設秘書が外形上賄賂を受け取ったとされる場合についても同様であると承知いたしております。
  なお、その判断は、個々の事案における具体的な証拠関係に基づく事実認定の問題　であると考えております。
第１０　国または地方公共団体が２分の１以上出資の法人
１、国が二分の一以上出資している法人としては、
　　　　・国民生活金融公庫等の政府関係機関　　　　 ８団体
　　　　・日本道路公団等の公団     　　　　　　　１１団体
　　　　・労働福祉事業団等の事業団     　　　　　１４団体
　　　　・日本銀行などその他の法人　　　     　　５０団体
　　　　・清算中の団体　　　　　　　　　       　  ４団体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　の計８３団体がある。（別紙のとおり）
２、地方公共団体が２分の１以上出資している法人としては、
　例えば東京都が２分の１以上を出資する多摩都市モノレール株式会社等、多数ある。
